
取扱区分：A（意見を反映），B（実施にあたり考慮），C（原案に考慮済み），D（説明・回答）　

№ 市民からの意見（概要） 取扱区分 市の考え方

1

条例（案）第１条
　（目的）
　この条例は，自らの責めに帰すべき事情はない
にもかかわらず，不幸にして犯罪行為により傷害
を受けた市民又はその行為により不慮の死を遂
げた市民の遺族を支援することにより，精神的被
害の軽減を図ることを目的とする。

C

骨子（案）にもあるとおり，本条例は犯罪被害
者等が平穏な生活を早期に回復するための
支援及び精神的被害の軽減を図っていま
す。

2

条例（案）第２条
　（定義）
　この条例において「犯罪被害」とは，日本国内又
は日本国外にある日本船舶若しくは日本航空機
内において行われた人の生命又は身体を害する
罪に当たる行為による傷害又は死亡をいう。
　「傷害」とは，医師の診断により，全治１月以上
の加療を要するものをいう。
　「市民」とは，犯罪被害を受けた当時，本市にお
いて住民基本台帳法により記録されている者とす
る。

C 本条例においても，同様に考えています。

3

条例（案）第３条
　（支援金の支給）
　市は，犯罪行為により傷害を受けた市民又は不
慮の死を遂げた市民があるときは，傷害支援金又
は第１順位遺族に対し遺族支援金を支給する。

B

市では，犯罪被害者等が日常生活を円滑に
営むため，一時的な生活資金として支給す
ることを考えています。具体的な内容につい
ては，芦屋市犯罪被害者等支援金支給要綱
（案）に規定する予定です。

4

条例（案）第４条
　（遺族の範囲及び順位）
　遺族支援金の支給を受けることができる遺族
は，被害者の死亡のときにおいて，次の各号のい
ずれかに該当する市民とする。
（1）被害者の配偶者
（2）被害者の収入によって生計を維持していた被
害者の子，父母，孫，祖父母及び兄弟姉妹
（3）前号に該当しない被害者の子，父母，孫，祖
父母及び兄弟姉妹

B

遺族の範囲及び順位については，「犯罪被
害者等給付金の支給等による犯罪被害者等
の支援に関する法律」の規定に準拠します。
具体的な内容については，芦屋市犯罪被害
者等支援金支給要綱（案）に規定する予定
です。

5

条例（案）第６条
（傷害支援金等の支給申請）
傷害支援金等の支給を受けようとする者は，規則
で定めるところにより，市長に申請するものとす
る。
２　前項の申請は，当該犯罪被害の発生を知った
日から２年を経過したとき又は，当該犯罪被害が
発生した日から７年を経過したときはすることがで
きない。

B

市でも，支援金申請にあたり時効を設ける必
要があると考えております。具体的な内容に
ついては，芦屋市犯罪被害者等支援金支給
要綱（案）に規定する予定です。なお，事件
発生日から起算した時効（７年）については，
芦屋市犯罪被害者等支援金支給要綱（案）
に反映する予定です。

芦屋市犯罪被害者等支援条例の骨子（案）へのパブリックコメント

２　提出件数数：１人１２件

３　意見の要旨及び市の考え方

１　募集期間：平成２７年１２月２５日（金）～平成２８年１月２５日（月）



№ 市民からの意見（概要） 取扱区分 市の考え方

6

条例（案）第７条
　（傷害支援金等の支給制限）
　市長は，次に掲げる場合には，傷害支援金等の
支給をしないことができる。
（1）被害者と加害者との間に親族関係（事実上の
婚姻関係を含む）があるとき。
（2）被害者が犯罪行為を誘発したとき，その他当
該犯罪被害につき，被害者にも，その責めに帰す
べき行為があったとき。
（3）前２号に掲げる場合のほか，被害者又はその
遺族と加害者との関係その他の事情から判断し
て，傷害支援金等を支給することが社会通念上適
切でないと認められるとき。

B

市でも，支援金の支給が妥当でない場合が
あると想定されるため，支給制限設定を考え
ています。具体的な内容については，芦屋
市犯罪被害者等支援金支給要綱（案）に規
定する予定です。

なお，支給制限の例外としまして，「配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護等に関
する法律」の規定による保護命令が発せられ
ているときの配偶者の暴力，児童虐待，高齢
者虐待及び障がい者虐待の場合において
は，支給対象とする予定です。

7

条例（案）第８条
　（決定）
　市長は，申請があった場合は，速やかに審査の
上，支給の適否を決定しなければならない。

B

市でも，迅速な支援金の支給が必要と考え
ています。具体的な内容については，芦屋
市犯罪被害者等支援金支給要綱（案）に規
定する予定です。

8

条例（案）第９条
　（傷害支援金等の返還）
　市長は，偽りその他の不正の手段により傷害支
援金等を受けた者があるとき又は傷害支援金等
の支給後において，第７条の規定に該当すること
が判明したときは，当該傷害支援金等をその者か
ら返還させるものとする。

B

市でも，支援金の支給後に，第７条に規定す
る項目若しくは支給することが不適切である
と判断される事実を把握した場合は，支援金
を返還してもらうことを考えています。具体的
な内容については，芦屋市犯罪被害者等支
援金支給要綱（案）に規定する予定です。

9

条例（案）第１０条
　（関係機関との連携）
　市長は，警察及びその他関係機関との連携を強
化し，被害者及びその家族の精神的負担の軽減
とこれらの者に対する支援のためのネットワーク
の形成を推進するものとする。

C 本条例においても，同様に考えています。

10

条例（案）第１１条
　（研修体制の整備）
　市長は，被害者及びその家族の精神的負担の
軽減とこれらの者に対する支援について適切に対
応できる職員を育成するための研修を行っていく
ものとする。

C 本条例においても，同様に考えています。

11

施行規則（案）第３条
　（傷害支援金の申請）
　傷害支援金の支給の申請をしようとする者は，
申請書に添付書類（診断書等）を添えて，提出しな
ければならない。

B

市でも，申請内容を精査する必要があるた
め，傷害を負った場合には，診断書等での
確認が必要と考えています。具体的な内容
については，芦屋市犯罪被害者等支援金支
給要綱（案）に規定する予定です。

12

施行規則（案）第４条
　（遺族支援金の申請）
　遺族支援金の支給の申請をしようとする者は，
申請書に添付書類（死亡診断書等）を添えて，提
出しなければならない。

B

市でも，申請内容を精査する必要があるた
め，犯罪被害者が死亡した場合には，死亡
診断書等での確認が必要と考えています。
具体的な内容については，芦屋市犯罪被害
者等支援金支給要綱（案）に規定する予定
です。


